
名古屋市地域生活支援推進事業所登録要綱 

 

（目的） 

第 1条 この要綱は、「名古屋市地域生活支援拠点事業実施要綱」（以下「事業実施要綱」

という。）第 2条第 4 項に規定する「地域生活支援推進事業所」（以下「推進事業所」

という。）の登録等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（要件） 

第 2条 推進事業所は、次の各号に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律

第 123 号。以下「法」という。）第 36 条第 1項の規定に基づき、本市の指定を受け

た障害福祉サービス事業所であって、別表に定める障害福祉サービス事業等を行う

事業所であること。 

(2) 平時から連絡調整に従事する者を配置し、地域の障害者基幹相談支援センター、

自立支援連絡協議会及び日中活動サービスを始めとする障害福祉サービス事業所

等との緊密な連携を確保すること。 

 (3) 障害者基幹相談支援センターを始めとする関係機関からの依頼により、事業実

施要綱第 2 条第 5項第 3号に規定する事業を行うこと。 

 (4) その他本市との緊密な連携を確保する中で、本市が実施する障害者等の地域生

活支援に係る施策に対して積極的に協力すること。 

 

（登録） 

第 3条 推進事業所の登録を受けようとする事業者（以下「申請事業者」という。）は、

名古屋市地域生活支援推進事業所登録申請書（第 1号様式）を市長に提出するものと

する。 

2  市長は、前項の申請を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めたものについ

て登録を行い、名古屋市地域生活支援推進事業所登録決定通知書（第 2号様式）によ

り申請事業者に通知するものとする。 

3  推進事業所の登録を受けた事業者（以下「推進事業者」という。）の登録期間の終

期は、推進事業所である障害福祉サービス事業所等に係る指定期間の終期と同一とす

る。なお、当該指定期間が更新された場合は、推進事業者の登録期間も自動更新する

ものとする。ただし、市長が次の各号に該当すると判断した場合は、更新しない。 

 (1) 推進事業者が第 2 条各号に定める要件を満たしていないと市長が判断する場合 

 (2) その他、市長が推進事業者として不適切と判断する場合 

 

（変更） 

第 4条 推進事業者は、登録の内容に変更が生じたときは、名古屋市地域生活支援推進

事業所登録変更届出書（第 3号様式）を市長に提出するものとする。 

 

 



（廃止等） 

第 5条 推進事業者は、推進事業所を廃止又は休止するときは、その 1か月前までに名

古屋市地域生活支援推進事業所廃止・休止・再開届出書（第 4号様式。以下「廃止・

休止・再開届出書」という。）を、再開したときは、その後 10 日以内に廃止・休止・

再開届出書を市長に提出するものとする。 

2 市長は、第 3 条第 3 項第 1 号及び第 2 号により自動更新を行わない場合は名古屋市

地域生活支援推進事業所登録終了通知書（第 5号様式）により推進事業者に通知する

ものとする。 

 

（委任） 

第 6条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に際し必要な事項は、別に定め

るものとする。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和 6 年 4月 1日から施行する。 



（別表） 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

生活介護 

短期入所 

重度障害者等包括支援 

施設入所支援 

自立訓練（機能訓練） 

自立訓練（生活訓練） 

就労移行支援 

就労継続支援（A型） 

就労継続支援（B型） 

就労定着支援 

自立生活援助 

共同生活援助 

地域移行支援 

地域定着支援 

 



 



（第 2号様式） 

 

年  月  日 

 

 

名古屋市地域生活支援推進事業所登録決定通知書 

 

 

 （推進事業者名称） 

 （代表者職・氏名）    様 

 

 

                  名古屋市長名   

 

 

名古屋市地域生活支援推進事業所登録要綱第 3条の規定に基づき、推進事業所として

下記のとおり登録しましたので、通知します。 

 

記 

 

推進事業所の名称  

推進事業所の所在地  

サービス種別  

地域生活支援推進事業所 

として担う役割 
 

対応可能な 

障害種別等 
 

登録期間 年  月  日から    年  月  日まで 

 ※登録期間について、推進事業所である障害福祉サービス事業所に係る指定期間が

更新された場合は、名古屋市地域生活支援推進事業所登録終了通知があった場合

を除き、推進事業所の登録期間も自動更新します。 



 

（第 3号様式） 

 

年  月  日 

 

 

名古屋市地域生活支援推進事業所登録変更届出書 

 

 

 （宛先）名古屋市長 

 

 

 所在地 

推進事業者 名 称 

 代表者職・氏名     

 

 

推進事業所の登録内容を変更しましたので、名古屋市地域生活支援推進事業所登録要

綱第 4条に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

推進事業所の名称  

推進事業所の所在地  

サービス種別  

変更年月日 年  月  日 

変更の内容 

変更事項  

変更前  

変更後  

 



（第 4号様式） 

 

年  月  日 

 

 

名古屋市地域生活支援推進事業所廃止・休止・再開届出書 

 

 

 （宛先）名古屋市長 

 

 

 所在地 

推進事業者 名 称 

 代表者職・氏名         

 

 

推進事業所の運営を廃止・休止・再開しますので、名古屋市地域生活支援推進事業所

登録要綱第 5 条第 1項に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

推進事業所の名称  

推進事業所の 

所在地 
 

サービス種別  

区  分 廃止   休止   再開 

廃止・休止・再開 

年月日 
年  月  日 

廃止・休止・再開 

の理由 
 

休止予定期間 年  月  日 ～   年  月  日 

 



（第 5号様式） 

 

年  月  日 

 

 

名古屋市地域生活支援推進事業所登録終了通知書 

 

 

 （推進事業者名称） 

 （代表者職・氏名）    様 

 

 

                  名古屋市長名   

 

 

名古屋市地域生活支援推進事業所登録要綱第 3条第 3項の規定に基づき、推進事業所

の更新をしない旨通知します。 

 

記 

 

推進事業所の名称  

推進事業所の 

所在地 
 

サービス種別  

登録終了日     年  月  日 

更新しない理由  

 


